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① 高砂市におけるこれまでの状況

【令和５（2023）年度】

・学校、各種団体へ趣旨説明

・部活動地域移行に関する検討委員会設置

・休日の部活動地域移行に係る実証研究

【令和６（2024）年度】

・部活動地域移行に関する検討委員会

・学校、各種団体等との調整

・休日の部活動地域移行に係る実証研究

・アンケート調査

令和５（2023）年度サッカー部実証研究の様子

② 今後の方向性（案）

③スマートロック導入による施設開放例

本市では、「高砂市立学校施設使用条例」により学校施設の目的外利用が認められ
ており、施設貸し出しを行っている。今後、部活動の地域展開が進行するに従い、地
域クラブ等への夜間や休日の施設の貸出が増加することが想定される。

従来型の鍵の管理等を行う場合には、鍵の受け渡し等に教職員が関与し、「高砂市
学校業務改善プラン」で定めた教職員の負担軽減につながらないことが考えられるこ
とから、遠隔操作のスマートロックによる施設開放が対応策として考えられる。

神戸市の事例

神戸市では、中学校体育館の夜間貸し出しを（株）構造計画研究所の「まちかぎリ
モート」を導入し、施設予約から施設開放までの手順をオンラインで行えるシステム
構築を図っている。

利用希望者は、「まちかぎリモート」上にある神戸市のインターネット施設予約シ
ステムを活用し、抽選又は先着順での申し込みを行う。

代表者に対しては、学校通用口の南京錠の暗証番号と、リモートロックを施設のワ
ンタイムパスコードがメールで通知され、当日は予約時間15分前より施錠が可能で、
貸出用具がある場合には指定された場所より準備する。

利用後は、リモートロック施錠により退出、通用門の南京錠を施錠する。

出典：神戸市ホームページ「ICTを活用した中学校体育館の夜間開放」

出典：スポーツ庁部活動改革ポータルサイト「兵庫県（高砂市、稲美町、播磨町、
多可町、姫路市）成果報告書 」

１.部活動の地域展開について【再掲】

令和10（2028）年度を目途に部活動の地域展開を進める

地域展開による学校施設利用のあり方（施設の利用方法、教職員

に負担のかからない施設開放の在り方、区画整理によるセキュリ

ティの確保等）を含めた様々な課題について検討を進める 1



２.学校運営協議会について

① 現状と課題

項目 現状と課題

学校運営協議会の設置

• 学校・家庭・地域が連携して「どのような子どもたちを育て
るのか」、「何を実現していくのか」という目標やビジョン
を共有し、子どもたちの豊かな成長を支え、学校の様々な課
題の解決に向かって協働する仕組みである高砂型学校運営協
議会を令和４（2022）年度から取り組んできた

• 令和７（2025）年１月から、法律に基づいた全国型の学校運
営協議会を設置している

学校運営協議会の活動

• 学校支援活動として、授業サポート、イベント補助、クラブ
活動、清掃活動などが行われている

• 今後、学校運営協議会の活動が活発になることが見込まれる
ため、専用の教室等を導入の検討が必要

② 今後の方向性（案）

 活動拠点となるスペースの充実を図る
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３.複合化・共用化について

① 現状と課題

図 築年別整備状況（平成27年度末現在）

図 公共施設の分類別内訳（平成27年度末現在）

図 主な公共施設の配置状況

• 築年別整備状況では、1989年の市民病院建設を除くと、1969年～1975年、1980年～1986年及び
1998 年～2004 年の３回にわたって比較的建設が集中した時期がみられる。

• 1985年以前に建設された建物は、築後40年以上を迎えており、老朽化が進行している。
• 公共施設全体の延床面積に占める割合では学校教育系施設が最も大きく、約45％を占める。

29.7万㎡

出典：高砂市公共施設等総合管理計画（令和４年１月改訂）
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３.複合化・共用化について

令和７年３月３１日時点



３.複合化・共用化について

② 今後の方向性（案）

 他施設との複合化も検討する

 学校で対応しきれない部分（施設管理等）を地域に移管したり、逆に地域に必要な機能を学校で提供したりするなど、お互

いにメリットを感じられる複合化の組合せについて検討する

 他施設と複合化を行う場合には、区画や動線を分け、学校の安全管理に留意する
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